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水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成金申請要領 

 

令和４年１１月１５日 

公益財団法人水産物安定供給推進機構  

 

公益財団法人水産物安定供給推進機構（以下「安定機構」という。）では、水産庁予算によ

る水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成金の申請を、以下の要領で受付けます。 

当事業の助成金の交付、助成金の受給は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律」（昭和 30 年法律第 179 号）、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」

（昭和 30年政令第 255号）、「農林畜水産業関係補助金等交付規則」（昭和 31年農林省令第 18

号）、「水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業費補助金交付等要綱」（令和４年５月 17 日

付け４水漁第 247号）、「水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業実施要領」（令和４年５月

17日付け４水漁第 248号）及び水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成要領（令和４

年５月 31日付け４水漁第 392号水産庁長官承認）（以下「補助金適正化法等」という。）に基

づき実施します。その点について、よくご理解の上、また、下記の点についても十分にご認

識いただいた上で助成金受給に関する全ての手続きを適正に行っていただくようお願いしま

す。 

 

【受付期間】 令和４年１２月１日 ～ 令和４年１２月１５日 

 

本事業に申請する際の注意点 

※本事業は、以下の農林水産省による補助金を申請する際の注意点が適用されます。 

①補助金に関係する全ての提出書類において、いかなる理由があってもその内容に虚偽の

記述を行わないでください。  

②偽りその他不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、農林水産省

として、補助金の受給者に対し必要に応じて現地調査等を実施します。 

なお、事業に係る取引先（請負先、委託先以降も含む）に対して、不明瞭な点が確認され

た場合には、補助金の受給者立ち会いのもとに必要に応じて現地調査等を実施します。そ

の際、補助金の受給者から取引先に対して協力をお願いしていただくこととします。  

③上記の調査の結果、不正行為が認められた時は、当該補助金に係る交付決定の取消を行う

とともに、受領済の補助金のうち取消対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）

を加えた額を返還していただきます。併せて、農林水産省から新たな補助金等の交付を一

定期間行わないこと等の措置を執るとともに当該事業者の名称及び不正の内容を公表す

ることがあります。  

④補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（以

下「補助金適化法」という。）第２９条から第３２条において、刑事罰等を科す旨規定さ

れています。あらかじめ補助金に関するそれら規定を十分に理解した上で本事業の申請

手続を行うこととしてください。  
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⑤農林水産省から補助金の交付決定を通知する前において、発注等を行った令和４年３月

３１日以前の経費については、補助金の交付対象となりません。  

⑥補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合、若しくは補助事業の一部

を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場合の契約（契約金額１００

万円未満を除く）に当たっては、農林水産省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置

が講じられている事業者を契約の相手方とすることは原則できません。（補助事業の実施

体制が何重であっても同様。） 

⑦補助金で取得、または効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）を、当該財産

の処分制限期間内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

または担保に供すること）しようとする時は、事前に処分内容等について農林水産大臣の

承認を受けなければなりません。なお、必要に応じて取得財産等の管理状況について調査

することがあります。 

 

 

１．事業概要 

１－１．事業目的 

水産加工業は、国民に対し水産物を安定的に供給する上で、漁業とともに車の両輪と

して非常に重大な役割を担っているところですが、今般のウクライナ情勢の影響により、

加工原材料の確保が困難となっています。特に、我が国水産加工業者は、その多くが中

小事業者で占められており、今般の影響が継続されれば極めて厳しい経営状況に陥るこ

とから、水産加工業者が行う原材料調達先の多様化等の取組のために要する経費を緊急

的に支援することにより、水産物の安定供給を確保することとされています。 

 

１－２．事業スキーム 

 国（農林水産省）  

 （申請）↑↓（補助）  

 安定機構  

 （申請）↑↓（助成）  

 水産加工業者 本募集の対象です。 

 

１－３．事業内容 

 ウクライナ情勢により安定供給に支障が生じている水産物を原材料としている水産

加工業者が、水産加工品の供給を継続するために行う、原材料の調達方法の変更、新

商品開発、販売促進・広報宣伝及び加工機器導入に取組む場合に要する経費について、

助成します。 

 

１－４．事業実施期間 

交付決定日から令和５年３月 31 日までとします。 



 3 / 29 

 

 

１－５．申請資格 

 本事業による助成の対象となる水産加工業者（以下「助成事業者」という。）は、水産

加工品（※１）の製造を行う事業者（大企業（※２）を除く。）であって、以下に掲げる

水産物を従来使用しており、かつ、ウクライナ情勢により当該水産物の調達に支障が生じ

ている又は生じ得るおそれがある者とします。 

魚類（さけ・ます類、にしん、ひらめ・かれい類、たら類、ほっけ、めぬけ類）、えび

類、かに類、貝類（つぶがい、あかがい）、いか類、なまこ類、うに類、魚卵、海藻類、 

その他ウクライナ情勢により安定供給に支障が生じているとして水産庁長官が特に必

要と認めるもの 

※１ 「水産加工品」とは、水産動植物を主原材料（原材料割合で 50％以上、ただし

練り製品にあっては 20％以上）として製造された食用加工品及び生鮮冷凍水産

物をいいます。 

※２ 「大企業」とは、円滑化計画の提出時点において、資本金の額又は出資の総額

が 10 億円以上（資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、従業員

数（常勤）が 2,000人を超える）企業をいいます。また、次の①から⑤のいずれ

かに該当する者は、大企業とみなします。 

① 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が

所有している中小企業者 

② 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有し

ている中小企業者 

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占め

ている中小企業者 

④ 発行済株式の総数又は出資価格の総額を①～③に該当する中小企業者が

所有している中小企業者 

⑤ ①～④に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数

の全てを占めている中小企業者 

 

２．助成対象経費及び支払方法 

２－１．助成対象経費、助成率及び助成予算 

助成対象経費 助成率 助成予算 

①原材料の調達方法（調達水産物、調達先、調達経路）

の変更 

３分の２ 

ただし、水

産加工業原

材料調達円

滑化緊急対

策事業助成

要領別紙１

573,232千円 

(予定) 

１件あたりの

助成上限額 

5,500 万円 

 

・運送経費（トラックへの積み下ろし費や入出庫費

等の運送に当たって附帯する経費を含みます） 

・製氷購入費 

 

②新商品開発 
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・原材料費 に規定する

中 堅 企 業

等・みなし

中堅企業に

あっては２

分の１ 

・梱包用資材費 

・新商品開発用資材費 

・製品パッケージ作成費 

・専門家派遣（専門家による新商品開発指導）費 

③販売促進・広報宣伝 

・商談旅費 

・サンプル製品用原材料費 

・サンプル製品送料 

・広告宣伝費 

④加工機器導入（使用している既存の加工機器では新

たな原材料の加工ができない場合に限ります） 

・水産加工機器の導入費用 

・当該機器の設置費用 

 

２－２．助成対象としない経費 

 次の経費は助成対象とはしません。 

（１）令和４年４月１日よりも前に、発注、購入、契約等発生した経費 

（２）建物等施設の建設及び不動産取得に関する経費 

（３）本事業実施期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

（４）助成対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（助成対象経費に

含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号。）

の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号。）の規定による地方消費税の税率を乗じて得

た金額の合計額に助成率を乗じて得た金額。） 

（５）汎用性の高いパソコン、デジタルカメラ等、本事業以外にも利用可能なものの取

得に要する経費 

（６）その他、本事業を実施する上で必要とは認められない経費及び本事業の実施に要

した経費であることを証明できない経費 （領収書及び請求書、又はこれらに代わる

ものがないもの） 

 

２－３．助成金の支払 

（１）支払時期 

助成金の支払いは原則として事業終了後の精算払とします。 

※農林水産省との協議が調い、かつ助成事業者からの請求がある場合に、必要があ

ると認められる金額について事業実施期間中に概算払をすることができます。 

（２）支払額の確定方法 

事業終了後、助成事業者より提出いただく実績報告書に基づき支払額を確定します。 
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支払額は、交付決定額の範囲内であって、実際に支出した経費と認められる費用の

合計となります。 

このため、全ての支出には帳簿類及び領収書等の証拠書類が必要となります。また、

支出額及び内容についても厳格に審査し、支払の対象外となる可能性がありますので

ご注意ください。 

 

３．申請手続き 

３－１．申請書受付期間 

〇開始日：令和４年１２月１日（木） 

〇締切日：令和４年１２月１５日（木）１７時 

※開始日以前でも、申請に関する問合せへの回答及び申請書の事前確認を致します。 

 

３－２．申請書類 

（１）別記様式第１号：令和４年度水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業に係る原

材料調達円滑化計画の認定申請書 兼 水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事

業助成金交付申請書（別記様式第１及び別記様式第１別添） 

（２）別添資料１：原材料調達の実績を証する書類（過去１年以内の任意の１回で可） 

（３）別添資料２：水産加工品の製品規格書又は商品説明書等、原材料の水産物名が表

記されているもの 

（４）別添資料３：経費算出のために参考とした単価等の根拠となる資料 

※見積書又は直近の請求書等及び水産物加工用機器のパンフレット 

（５）別添資料４：申請者の事業内容 

※申請者の定款やパンフレット等、事業内容がわかるもの 

（６）別添資料５：申請者の財務資料 

※過去３期分の貸借対照表及び損益計算書 

 

※ 郵送・宅配便等の場合には、上記の書類を一つの封筒に入れ、封筒の宛名面には赤

字で「緊急対策事業申請書在中」と記載してください。 

※ 電子メールで申請する場合には「別紙：電子メールによる申請等」を参照願いま

す。 

 

３－３．申請書類の提出にあたっての注意事項 

（１）申請書類に使用する言語は日本語とし、様式に沿って作成してください。 

（２）提出した申請書類は、変更することができません（ただし、記載漏れ等があるた

め、安定機構から修正の指示等があった場合を除く）。提出した申請書類の記載漏

れや添付資料の不足により審査が滞ることがありますので、申請書類の提出前にそ

れらの確認を電子メールで依頼（別紙：電子メールによる申請等）していただくこ

とをお勧めします。 
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（３）申請書類に虚偽の記載があった場合は、審査対象となりません。 

（４）要件を有しない者が提出した申請書類は、無効とします。 

（５）申請書類の作成及び提出にかかる費用は、申請者の負担とします。 

（６）申請書類の提出は原則として郵送、宅配便（バイク便を含む。）又は電子メール

による申請とし、やむを得ない場合には持参も可としますが、FAX による提出は受

け付けません。 

（７）申請書類を郵送する場合には、簡易書留や特定記録等、配達されたことが証明で

きる方法によってください。また、提出期限前に余裕をもって投函するなど、必ず

提出期限までに到着するようにしてください。 

（８）提出後の申請書については、採択、不採択に関わらず返却はしませんので御了承

ください。 

（９）提出期限までに到着しなかった申請書類及び提出書類に不備等がある申請書類は

無効とします。 

（10）提出された申請書類の取扱については、秘密保持に十分配慮するものとし、審査

以外には無断で使用いたしません。 

 

３－４．申請書類の提出先及び問合せ先 

 送  付  先  等 

水産加工業原材料

調達円滑化緊急対

策事業の内容及び

申請書作成に関す

る問合せ先並びに

提出先 

〒101-0042 

東京都千代田区神田東松下町 28 番地５ 吉元ビル６階 

  公益財団法人水産物安定供給推進機構（担当：小松・太田） 

TEL：03-3254-7045 

FAX：03-3254-7043 

E-mail：kinkyu@fishfund.or.jp 

※お問い合わせは月曜日から金曜日（祝日を除く。）の、午前９時 30 分から午後５時ま

で（正午から午後１時を除く。）とします。 

※お問合せは電子メールをお勧めします。電子メールによるお問合わせの場合は「別紙：

電子メールによる申請等」を参照願います。 

 

３－５．審査委員会の開催 

（１）安定機構は、加工、流通、輸出入、企業経営の状況等の分野における学識経験者、

専門家等からなる「事業実施審査委員会」を設置して提出された申請書の審査を行

います。 

（２）安定機構は、３－１の募集開始以降、必要に応じて事業実施審査委員会を開催し

ます。事業実施審査委員会は、申請の多寡により書類による審査を行うことがあり

ます。 

（３）審査委員が事業実施審査委員会に招集する申請者を選定した場合、選定された申

請者は同委員会に出席し、提出した申請書の内容について説明等を行っていただき
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ます。 

（４）事業実施審査委員会の日時・場所は、開催の１週間前までに選定された申請者に

連絡します。また、出席等に要する費用は、申請者の負担とします。 

   なお、事業実施審査委員会は、必要に応じ、ウェブで開催することができること

とします。 

（５）承認を受けた事業計画の変更等を審査する場合、必要に応じ、事業実施審査委員

会を書面にて開催することとします。 

 

３－６．助成金交付候補者の選定基準等 

（１）提出された申請書は、以下の審査基準に基づき、事業実施審査委員会の審査を経

て助成金交付候補者を特定するものとします。 

   ・水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業審査基準（別表１） 

（２）事業実施審査委員会の審査結果を水産庁長官へ提出し、同意を得た上で、助成事

業者に決定した申請者にはその旨を、それ以外の者に対しては候補とならなかった

旨をそれぞれ通知します。 

 

４．助成事業者の責務 

助成金の交付決定を受けた助成事業者は、事業の実施及び交付される助成金の執行に当

たっては、以下の条件を守らなければなりません。 

（１）事業の推進 

助成事業者は、事業実施上の運営管理、事業成果の公表等、事業の推進全般について

の責任を持たなければなりません。 

（２）助成金の経理管理 

交付を受けた助成金の管理に当たっては、補助金適正化法等に基づき、適正に執行す

る必要があります。 

また、助成事業の実施に当たっては、助成事業と他の事業の経理を区分し、助成金の

経理を明確にする必要があります。 

（３）フォローアップ 

安定機構は、担当者によるフォローアップを実施し、事業計画が達成されるよう、

助成事業者に対し、事業実施上必要な指導・助言等を行います。 

助成事業者は、本事業の年度途中における事業の進捗状況及び交付を受けた助成金

の使用状況について報告をしなければなりません。 

（４）執行状況調査 

安定機構は、助成事業期間中及び助成事業終了後、事業の進捗状況、成果等に関す

る調査（実地調査を含む。）を行います。 

助成事業者から提出される報告書及び必要に応じて行われるヒアリングに基づき、

当該事業が申請内容、助成金の交付決定の内容及び条件に従って確実に実施されてい

ることの確認を行います。 
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この調査の結果等によっては、助成事業実施期間中であっても、事業計画の変更や

助成金の交付決定を取消すことがあります。 

（５）取得財産の管理 

この助成事業により取得した又は効用の増加した機器等（以下「取得財産等」という。）

の所有権は、助成事業者に帰属します。 

ただし、財産管理、処分等に関しては、次のような制限があります。 

ア 取得財産等については、農林畜水産業関係補助金等交付規則に規定される処分の

制限を受ける期間（以下「処分制限期間」という。）においては、助成事業終了後も

善良な管理者の注意をもって管理し、助成金交付の目的に従って効果的運用を図ら

なければなりません。（原則として他の用途への使用はできません。） 

イ 処分制限期間においては、取得財産等のうち１件当たりの取得価額が 50万円以上

の財産について、助成金の交付の目的と異なる使用、譲渡、交換、貸付け、又は担保

に供する必要があるときは、事前に、安定機構の承認を受けなければなりません。 

なお、安定機構が承認をした当該財産を処分したことによって得た収入については、

交付を受けた助成金の額を限度として、その収入の全部又は一部を返還していただく

ことがあります。 

（６）事業成果等の報告及び発表 

この助成事業により得られた事業成果及び交付を受けた助成金の使用結果について

は、本事業終了後、必要な報告を行わなければなりません。農林水産省及び安定機構は、

報告のあった成果を無償で活用できるほか、安定機構が構築したネットワークシステ

ム等で公表できるものとします。また、事業実施状況によって、改善計画の策定等の指

導を行う場合があります。 

事業成果については、広く普及・啓発に努めてください。また、本事業終了後に得

られた事業成果についても、必要に応じ発表していただくことがあります。 

なお、新聞、図書、雑誌論文等による事業成果の発表に際しては、本事業によるもの

であること、論文等の見解が農林水産省及び安定機構の見解ではないことを必ず明記

し、発表した資料等については安定機構に提出しなければなりません。 

（７）その他 

その他、国の定めるところにより義務が課されることがあります。 

 

５．助成事業における利益等排除 

助成事業において、助成対象経費の中に、助成事業者の自社製品の調達又は関係会社か

らの調達分（工事を含む。）がある場合には、助成対象事業の実績額の中に助成事業者の利

益等相当分が含まれることは調達先の選定方法いかんに関わらず助成金交付の目的上ふさ

わしくないと考えられることから、次のとおり利益等排除方法を定めます。 

（１）利益等排除の対象となる調達先 

助成事業者が以下のアからウまでの関係にある会社から調達を受ける場合（他の会

社を経由した場合及びいわゆる下請会社の場合を含む。）は、利益等排除の対象としま
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す。 

ア 助成事業者自身 

イ 100％同一の資本に属するグループ企業 

ウ 助成事業者自身の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

（昭和38年11月27日大蔵省令第59号）第８条の親会社、子会社及び関連会社等をいい、

上記イを除く。以下同じ。）  

（２）利益等排除の方法 

ア 助成事業者の自社調達の場合 

原価をもって助成対象額とします。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価を

いいます。 

イ 100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合 

取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できるときは、取引価格をもっ

て助成対象額とします。これによりがたいときは、調達先の直近年度の決算報告（単

独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」

といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とします。）をもって取引価格から利益

相当額の排除を行います。 

ウ 助成事業者の関係会社からの調達の場合 

取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合

計額以内であると証明できるときは、取引価格をもって補助対象額とします。これに

よりがたいときは、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上

高に対する営業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利益率がマイナスの場

合は０とします。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。 

注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対

する経費であることを証明していただきます。また、その根拠となる資料を提出し

ていただきます。 

 

６．その他留意事項 

（１）助成金交付候補者として決定された助成事業者であっても、安定機構からの助成金

交付決定の通知以前に事業計画が終了している場合は、助成対象とはなりません。 

（２）本助成事業完了後の助成金の実績報告の際に、必要に応じ安定機構の実地調査及び

事業の収支に係る関係書類の提出を求めることがあります。 

（３）助成事業者は、本助成事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当

該収入及び支出についての証拠書類又は証拠物を、助成事業終了の年度の翌年度から

起算して５年間整備保管する必要があります。 

（４）処分制限期間が５年を超える取得財産等がある場合は、（３）の帳簿等は、（３）の規

定に関わらず、取得財産等の処分制限期間中は整備保管しなければなりません。 

（５）助成対象経費の支払方法は、現金又は金融機関からの振込を原則とします。 
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別表１ 水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業審査基準 

審査項目 審査の視点 

（１） 

事業内容及

び実施方法 

事業の目的、趣旨と

の整合性 

・ウクライナ情勢により水産物の調達に支障が生じて

いる又は生じ得るおそれがあるか。 

事業内容の妥当性 ・ウクライナ情勢により安定供給に支障が生じている

水産物（さけ・ます類、にしん、ひらめ・かれい類、

たら類、ほっけ、めぬけ類）、えび類、かに類、貝類

（つぶがい、あかがい）、いか類、なまこ類、うに類、

魚卵、海藻類）を原材料としているか。 

実施方法の妥当性 ・水産加工品の供給を継続するために行う取組である

か。 

（２） 

実施者の適

格性 

補助対象者の要件 ・補助対象者の要件を満たしているか。 

交付決定の取り消

しの原因となる行

為の有無 

・申請書等の提出から過去３年以内に、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律第１７条第１項又

は第２項に基づき交付決定の取消があった補助事業

者等については、当該取消の原因となる行為を行っ

ていないか。 
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別紙：電子メールによる申請等 

 

 本事業に関する事務処理を円滑に進める観点から、事業に対するお問合せ、申請書類の事

前確認、申請等について、電子メール（送付先：kinkyu@fishfund.or.jp）の活用をお勧めい

たします。 

 

１．事業に対するお問合せの場合 

件名（題名）を必ず「【問合せ】緊急対策事業問合せ」としてください。他の件名（題

名）ではお問合せに回答できない場合があります。 

電子メール本文に、申請者（会社）名、担当者名、連絡先電話番号をご記入願います。 

 

２．申請書類の事前確認の場合 

件名（題名）を必ず「【事前確認】緊急対策事業問合せ」としてください。他の件名（題

名）では確認できない場合があります。 

電子メール本文に、申請者（会社）名、担当者名、連絡先電話番号をご記入願います。 

申請書類の電子データは、「３．申請書類の提出」の指定に添ったファイル名としてく

ださい。 

なお、事前確認は１２月８日までにお申し込み願います。 

 

３．申請書類の提出 

必ず、「３－４」の問合せ先に電話（03-3254-7045）し電子メールで提出する旨伝えていた

だいた上で、件名（題名）に「【提出】緊急対策事業申請書」、本文に「送信者の氏名、所属、

電話番号、メールアドレス等の連絡先」を記載の上送信願います。 

送信するファイルは PDF形式として、様式・項目ごとに以下のファイル名としてください。 

メールサイズが１０MBを超える場合は、複数回に分けて送信願います。なお、必要に応じ

本人確認させていただく場合があります。 

様式・項目 ファイル名 

（１）別記様式第１号：令和４年度水産加工業原

材料調達円滑化緊急対策事業に係る原材料調

達円滑化計画の認定申請書 兼 水産加工業

原材料調達円滑化緊急対策事業助成金交付申

請書（別記様式第１及び別記様式第１別添） 

○○○○01緊急対策事業申請書１ 

（２）別添資料１：原材料調達の実績を証する書

類（過去１年以内の任意の１回で可） 

○○○○11緊急対策事業添付資料１ 

（３）別添資料２：水産加工品の製品規格書又は

商品説明書等、原材料の水産物名が表記され

ているもの 

○○○○12緊急対策事業添付資料２ 

（４）別添資料３：経費算出のために参考とし

た単価等の根拠となる資料 

※見積書又は直近の請求書等及び水産物加工

用機器のパンフレット 

○○○○13緊急対策事業添付資料３ 

（５）別添資料４：申請者の事業内容 

※申請者の定款やパンフレット等、事業内容

がわかるもの 

○○○○14緊急対策事業添付資料４ 

（６）別添資料５：申請者の財務資料 

※過去３期分の貸借対照表及び損益計算書 

○○○○15緊急対策事業添付資料５ 

  注意：○○○○は申請者の名称、商号又は略称を記載してください。 

  

mailto:kinkyu@fishfund.or.jp
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別記様式第１号（第２関係） 

 

令和４年度水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業に係る原材料調達円滑化計画の 

認定申請書 兼 水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成金交付申請書    

 

令和４年１２月  日  

 

公益財団法人 水産物安定供給推進機構 

  理事長 石原 葵 殿 

 

住    所                       

事業実施者名                   

代表者役職氏名                     

 

 令和４年度水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業に係る原材料調達円滑化計画を作成

したので、別添のとおり、水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成要領（令和４年５

月 31 日付け４水漁第 392 号水産庁長官承認）第２の規定に基づき認定を申請するとともに、

第３の規定に基づき助成金      円の交付を申請する。 
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別記様式第１号別添（第２関係） 

 

１ 申請者欄 

（フリガナ） 

個人：氏名 

法人：法人名と代表者名 

 

 

法人番号（13桁） ※個人の場合は記載不要 

○○○○○○○○○○○○○ 

ホームページＵＲＬ ※ホームページがない場合は記載不要 

 

従業員数（常勤） 人 ※いなければ「－」と記載 

資本金又は出資金額 万円 ※個人の場合は「－」と記載 

※10億円以上の場合は「大企業」となるため

本事業の申請不可 

消費税の仕入控除 該当 控除区分 ※該当欄に

○印を記載。

以下同じ 
 課税事業者 

 免税・簡易課税事業者等 

連 

絡 

担 

当 

（フリガナ） 

役職・氏名 

※個人の場合は役職の記載不要 

住所 〒 

 

電話番号  

携帯番号  

ＦＡＸ番号  

E-mailアドレス  

確認事項 

該当欄に○印を記載 

確認事項 該当 

中小企業者である  

みなし中堅企業である  

中堅企業等である  

 

２ 原材料調達円滑化計画 

（１）現在利用している原材料の水産物の調達実績及び水産加工品製造実態 

水産物 該当 現在利用している原材料 左記水産物を原材料

とした水産加工品を

製造する加工場所在

地 

調達先 金額（千円） 

又は 

数量（㎏） 

さけ・ます類     

にしん     

ひらめ・かれい類     

たら類     

ほっけ     

めぬけ類     

えび類     

かに類     

貝類（つぶがい、あかがい）     

いか類     

なまこ類     
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うに類     

魚卵     

海藻類     

○○○○ 

※その他、ウクライナ情勢に

より安定供給に支障が生

じているものとして、水産

庁長官が特に必要と認め

ているもの 

    

※過去１年間以内の原材料の調達実績及び日本国内での水産加工品製造実態がわかるものと

して以下の①②③の書類に関し、①とともに②③のいずれかを１つ添付すること 

   ①原材料調達の実績を証する書類（任意の１回で可） 

   ②水産加工品の製品規格書（原材料の水産物名が表記されていること） 

   ③商品説明書等（原材料の水産物名が表記されていること） 

 

（２）ウクライナ情勢により水産物の調達や水産加工品の販売に生じている又は生じるおそ

れがある支障について 

①ウクライナ情勢により水産物の調達に生じている支障の具体的内容 

影響項目 該当 説明 

取引先の変更が必要になった   

 

 

経費が上がった（見込みも含

む） 

  

 

 

売上が減少した（見込みも含

む） 

  

 

 

その他   

 

 

②支障が生じるおそれがあり将来に渡る事業継続を目指し、リスク回避のために調達先の変

更や販売先の維持・拡大を目指す前向きな取組を行う場合、その具体的内容 

 

 

 

 

 

 

（３）水産加工品の供給を継続するための取組内容 

取組の類型 類型 該当  

原材料の調達方法を変更する  ※一つ以上に

該当すること 販路の維持・拡大を目指す  

原材料水産物名 

【加工場所在地】 

※原材料水産物名ごとに、又はまとめて、加工場所在地を記載するこ

と 

○○○○【○○県○○市】 

取組実施期間 ※補助対象期間は令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 令和 年 月 日～令和 年 月 日 
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計画の概要 ※原材料調達円滑化計画の概要を記載すること 

※実施する事業として該当する以下のア～エの取組項目・経費区分ご

とに、水産加工品の供給継続にどのように寄与するか、内容・必要

性を記載すること（別紙記載可能） 

※以下のア～エの取組項目・経費区分ごとに、参考とした単価等の根

拠となる資料を添付すること 

※経費の欄は、課税事業者においては税抜金額を、免税・簡易課税事

業者等においては税込金額を記載すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確認事項 該当 

本事業に係る取組の実施以降も、引き続き、水産加工品の供

給に係る事業を継続する意思を有している 

 

本事業に係る取組について、国等の他の補助事業による支援

を現に受け、又は受ける予定となっていない 

 

取組項目・経費区分・該当 内容・必要性 経費内訳 
（単価×個数・回数等） 

経費（円） 

ア 原材料の調達方法（調達水産物、調達先、調達経路）の変更  

 運送経費     

 製氷購入費     

イ 新商品開発  

 原材料費     

 梱包用資材費     

 新商品開発用資材費     

 製品パッケージ作成費     

 専門家派遣費     

ウ 販売促進・広告宣伝  

 商談旅費     

 サンプル製品用原材料費     

 サンプル製品送料     

 広告宣伝費     

エ 加工機器の導入  

 水産物加工機器の導入費     

 機器の設置費     

経費合計       

助成事業費    （ａ）  

助成率      （ｂ）  

助成金交付申請額 （ａ）×（ｂ） 円未満切捨て  

※１ 複数課題の申請時には、適宜、（３）の様式の経費合計までを追加 
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（４）経費の調達等 

経費の調達一覧  助成金交付までの資金調達方法 

区分 金額(円) 資金調達先  区分 金額(円) 資金調達先 

1.自己資金    2-1 自己資金   

2.助成金額 

（※２） 

   2-2 金融機関か

らの借入金 

  

3.金融機関か

らの借入金 

   2-3 その他   

4.その他       

5.合計額 

（※３） 

      

（※２）助成金額は、助成金交付申請額と一致させること 

（※３）合計額は、経費合計と一致させること 

（※４）助成対象機器等を担保に供し、自己資金の全部または一部を国が行っている制度融

資から融資を受ける場合は、次の表に必要事項を記載すること 

金融機関名  

制度融資名  

融資を受けようとする金額  

償還年数  

その他必要な事項  
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株主構成等  令和４年○月○日現在 

 

１ 株主構成 
種別・属性 社名等 保有株数（株） 割合（％） 

個人 ○○○○ほか○○名   

中小企業 

 

   

   

   

   

中堅企業    

   

   

   

大企業    

   

   

   

計    

※個人株主は、合算して最上行の「○○○○ほか○名」を適宜変更し、延べ保有株数を記入してくださ

い。 

※必要に応じて行を追加してください。 

 

 

２ 役員構成（社外取締役及び監査役を除く） 

  役職・氏名 兼職先の企業     

    なし 中小企業 中堅企業 大企業 

1 代表取締役 ○○○○ － － － － 

2  － － － － 

3  － － － － 

4  － － － － 

5  － － － － 

6  － － － － 

※該当する兼職先企業欄の「－」を「○」に変更してください。 

 

※上記２表において 

中堅企業に支配されている中小企業（みなし中堅企業）は「中堅企業」に該当します。 

大企業に支配されている中小企業（みなし大企業）は「大企業」に該当します。 

 

 

以上相違ありません。 

申請者（会社）名 

代表者名 
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別記様式第１号（第２関係）    

 

令和４年度水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業に係る原材料調達円滑化計画の 

認定申請書 兼 水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成金交付申請書    

 

令和４年１２月１０日  

 

公益財団法人 水産物安定供給推進機構 

  理事長 石原 葵 殿 

 

住    所 東京都・・・            

事業実施者名 ○○水産株式会社          

代表者役職氏名 代表取締役社長 水産太郎    

 

 令和４年度水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業に係る原材料調達円滑化計画を作成

したので、別添のとおり、水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業助成要領（令和４年５

月 31 日付け４水漁第 392 号水産庁長官承認）第２の規定に基づき認定を申請するとともに、

第３の規定に基づき助成金４６，２０６，０００円の交付を申請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書作成の手引き ver1.1 

年月日の数字は詰めて、空白を入

れずに記載してください。 

助成金額の数字は詰めて、空白を入れずに記載してく

ださい。 

助成額は最大【５５，０００，０００円】です 

※下限額はありません 
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別記様式第１号別添（第２関係） 

 

１ 申請者欄 

（フリガナ） 

個人：氏名 

法人：法人名と代表者名 

マルマルスイサン スイサンタロウ 

株式会社○○水産  水産太郎 

※法人種別のフリガナは不要です 

法人番号（13桁） ※個人の場合は記載不要 

法人番号１２３４５６７８９０１２３ 

ホームページＵＲＬ ※ホームページがない場合は記載不要 

http://www.suisan.co.jp 

従業員数（常勤） 

 

１０人 ※いなければ「－」と記載 

※別紙１のウの※４を参照してください。 

資本金又は出資金額 1,000万円 ※個人の場合は「－」と記載 

※10億円以上の場合は「大企業」となるため

本事業の申請不可 

消費税の仕入控除 該当 控除区分 ※該当欄に

○印を記載。

以下同じ 

〇 課税事業者 

※税抜金額で申請してくだ

さい 

 免税・簡易課税事業者等 

※税込金額で申請してくだ

さい 

連 

絡 

担 

当 

（フリガナ） 

役職・氏名 

※個人の場合は役職の記載不要 

スイサンジロウ 

業務部長 水産次郎   ※役職名のフリガナは不要です 

住所 〒○○○‐○○○○ 

東京都・・・ 

電話番号 ０３－○○○‐○○○○ 

携帯番号 ０９０－○○○‐○○○○ 

ＦＡＸ番号 ０３－○○○‐○○○○ 

E-mailアドレス suisan@suisan.co.jp 

確認事項 

該当欄に○印を記載 

 

確認事項 該当 

中小企業者である 〇 

みなし中堅企業である  

中堅企業等である  

※中小企業者等の区分は、別紙１で確認願います。 

※株主に大企業や中堅企業が含まれる場合、役員が大企業や中堅企業の役職員を兼務してい

る場合は、みなし大企業に該当し申請要件を備えていない、みなし中堅企業に該当し助成

率が 1/2となる場合がありますので、特にご注意ください。 
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２ 原材料調達円滑化計画 

（１）現在利用している原材料の水産物の調達実績及び水産加工品製造実態 

水産物 該当 現在利用している原材料 左記水産物を原

材料とした水産

加工品を製造す

る加工場所在地 

調達先 金額（千円） 

又は 

数量（㎏） 

さけ・ます類 〇 〔記載例〕 

R3.1～R3.12実績 

○○漁協【北海道】 

○○商社【ロシア】 

○○会社【ポーランド】 

〔記載例〕 

 

10,358千円 

5,010千円 

3,689千円 

〔記載例〕 

○○県○○市 

にしん     

ひらめ・かれい類     

たら類     

ほっけ     

めぬけ類     

えび類     

かに類     

貝類（つぶがい、あ

かがい） 

    

いか類     

なまこ類     

うに類     

魚卵     

海藻類     

○○○○ 

※その他、ウクライ

ナ情勢により安

定供給に支障が

生じているもの

として、水産庁長

官が特に必要と

認めているもの 

    

※過去１年間以内の原材料の調達実績及び日本国内での水産加工品製造実態がわかるものと

して以下の①②③の書類に関し、①とともに②③のいずれかを１つ添付すること 

   ①：原材料調達の実績を証する書類（任意の１回分で可） 

     ※調達先ごと１回分の仕入伝票・納品書等（申請者名、調達先名、水産物名、原産

国又は産地都道府県が記載されているもの）が必要です 

   ②：①の原料を用いて事業実施者が製造した水産加工品の製品規格書 

※原材料となる水産物名の表記が必要です 

   ③：①の原料を用いて事業実施者が製造した水産加工品の商品説明書等 

※原材料となる水産物名の表記が必要です 

 

 

 

 

 

 

・調達先（会社名、漁協名等）は具体的に記載してください。 

・輸入の場合は原産国名を、国産の場合は産地都道府県名を【 】に記載して下さい 

・申請が必要な場合は、対象としたい水産物ごとに、必要事項を記載

し、対象品目に追加が必要な理由を詳細に（２）の①に記載した上で、

ウクライナ情勢の影響により安定供給に支障が生じている証拠となる書

類（統計資料・新聞記事等）を添付してください 

・原材料として調達した金額を「千円」単

位で、又は数量「㎏」で記載して下さい 

・記載は市区町村まで 
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（２）ウクライナ情勢により水産物の調達や水産加工品の販売に生じている又は生じるおそ

れがある支障について 

①ウクライナ情勢により水産物の調達に生じている支障の具体的内容 

影響項目 該当 説明 

取引先の変更

が必要になっ

た 

〇 ❑ウクライナ情勢の影響により原料の調達先や加工製品の販売先

を変更する（又は変更した）場合、以下の内容を含めて記載してく

ださい 

・変更前/変更後の調達先企業（漁協）および産地 

・変更の理由（原料仕入れ先や販売先等からの要請の内容等） 

・ウクライナ情勢による影響の具体的内容 

➣例１：ロシア産べにざけが高騰したことから、ロシア産以外のさ

け・ます類の調達競争が激化している。ロシア産べにざけの

既存仕入先○○商社では他産地のさけ・ます類を調達できな

いため、新たに北海道の漁協から直接仕入れることとした。 

➣例２：販売先○○からロシア産原料を使用した加工品の調達停止

を告げられた。 

経費が上がっ

た（見込みも

含む） 

〇 ❑ウクライナ情勢の影響により売上原価、販売管理費等が上がった

（又は上がる見込がある）場合、ウクライナ進行前と進行後の値

上がりの状況を、具体的数値を用いて記載して下さい 

➣例３：令和４年６月の冷凍べにざけ（ラウンド・東京地区倉中 

名変）○○円／㎏は、ウクライナ情勢前の令和４年１月○○

円／㎏の○○○％に値上がりしている。 

➣例４：原材費の値上がりにより、前期の売上原価○○億円は、 

当期○○億円（対前期比○○％）に増加する見通し。 

売上が減少し

た（見込みも

含む） 

○ ❑ウクライナ情勢の影響により水産加工品の売上が減少している

（又は減少する見込みがある）場合、売上高の減少について、そ

の理由を含め具体的数値を用いて記載して下さい 

➣例５：ロシア産べにざけの調達が停止したことから、同原料の 

前期売上高○億円が皆無となる見通し。 

その他  ❑その他、ウクライナ情勢の影響により水産物の調達に支障が生じてい

る状況があれば、具体的な数値を用いて分かりやすく記載して下さい 

②支障が生じるおそれがあり将来に渡る事業継続を目指し、リスク回避のために調達先の変

更や販売先の維持・拡大を目指す前向きな取組を行う場合、その具体的内容 

❑①の各種支障や今後想定される問題に対し、本事業を活用してどのような取組を実施す

るのか、以下の内容を含めて具体的に記載して下さい 

・自社の業務概要を簡単に記載してください。 

➣例６：当社はロシア産べにざけ(ラウンド冷凍品)を商社から調達し、自社工場において

切り身加工の上、主に量販店に納品、前期のロシア産べにざけ関連商品売上は○億

円であった。 

・次項（３）ア～エに該当する各取組をどのように展開するのか、各取組の実施によって

どのような効果を求めるのか、具体的な数値を用いて記載して下さい 

➣例７：原材料の仕入先の変更により、前年度と同様の数量を調達し、原材料費の上昇を

○○千円（対前年○○％）に抑制する。 

➣例８：冷凍切り身にかわる新商品レンジアップ切り身の開発・販路開拓により、○億円

と見積もられる売上の減少に歯止めをかけ、前年比○○％に維持する。 

➣例９：新たな加工機器の導入により、日産製造能力を現在の○○％とすることで、原材

料費の高騰を吸収し１商品当たりの製造原価を前年度同様とする。 
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（３）水産加工品の供給を継続するための取組内容 

取組の類型 類型 該当  

原材料の調達方法を変更する ○ ※一つ以上に

該当すること 販路の維持・拡大を目指す ○ 

原材料水産物名 

【加工場所在地】 

※原材料水産物名ごとに、またはまとめて、加工場所在地を記載するこ

と 

❑取組で加工対象とする原料水産物名（原産国名又は産地都道府県名）

【加工場所在地】を記載して下さい 

➣例 10：さば、いわし（鮮魚・千葉県他）【○○県○○市】 

    さけ・ます類（千葉県産養殖サーモン）【○○県○○市】 

※複数の原材料水産物を用いた取組を計画している場合は、原材料水産

物名ごとに記載して下さい 

取組実施期間 ※補助対象期間は令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

令和４年●月●日～令和５年３月３１日 

➣補助対象期間内で取組実施期間を設定して下さい 

※水産加工機器を導入する計画で、既に機器を発注している場合は、発 

注した月を始期として下さい（未発注の場合は、発注予定月を始期と 

して下さい） 

計画の概要 ※原材料調達円滑化計画の概要を記載すること 

※実施する事業として該当する以下のア～エの取組項目・経費区分ごと

に、水産加工品の供給継続にどのように寄与するか、内容・必要性を

記載すること（別紙記載可能） 

※以下のア～エの取組項目・経費区分ごとに、参考とした単価等の根拠

となる資料を添付すること 

※経費の欄は、課税事業者においては税抜金額を、免税・簡易課税事業

者等においては税込金額を記載すること 

❑ウクライナ情勢により、対象水産物にどのような支障が生じ、本事業

によって何をするのか（今回の取組が、ア：原材料調達方法（産地、

仕入先、経路）の変更、イ：新商品の開発、ウ：既存商品および新商

品の販売促進・PR、エ：新たな加工機器の導入のいずれかに該当する

のか）、水産加工品の供給継続に寄与するのかを具体的に記載して下

さい 

 

【取組内容記載の際の注意点】 

①調達先の変更にあたっては、既存の調達先等（仕入先、産地、魚種 

など）と本事業による取組の違いを明記して下さい 

 

②新商品の開発にあたっては、開発する新商品が既存商品とどのように

異なるのか、どのような商品をどのような工程で製造するか、新商品

の開発に係る経費の使途を明記して下さい 

 

③販売促進、広告宣伝にあたっては、サンプルとして製造する製品の 

詳細や、広告宣伝に係る経費の使途を明記してください 

➣尚、サンプル製品用原材料費については、ウクライナ情勢によって 

発生した支障をカバー（生産数量/売上金額の維持等）する範囲で、

かつ、過去の調達実績に応じた数量等を目途とします。調達実績を大

幅に超過する計画の場合は、その理由を記載してください。 

 

該当欄に〇が一つも無いものは採択できません 
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④新たな機器の導入にあたっては、以下の各項目について具体的に記載

して下さい 

A：既存の機器では対応できない理由 

B：新たに導入する加工機器を使用して製造する製品の詳細 

C：新たに導入する加工機器を使用して製造する製品の製造工程の詳細 

D：新たな加工機器の導入によって期待される効果 

・導入する機器で製造予定の加工製品について、原材料の受け入れか

ら製品出来上がりまでの加工工程全体の流れ（フロー）を記載し、どの

工程にどの加工機器を導入する必要があるのか明記して下さい 

・2（2）①に記載した「ウクライナ情勢により水産物の調達や水産加工品の

販売に生じている又は生じるおそれがある支障」への対応策として、本

事業により導入する加工機器の導入がどのような役割を果たし、効果を

発揮するのか具体的な数値を用いて説明して下さい 

➣例 11：ウクライナ情勢の影響による売上減３億円をカバーするため、○

○産◆◆を原料とした製品を製造・販売することで売上減少による

影響を最小限に抑える。３億円の売上の見込むためには単価▲▲

円の製品を□□トン製造・販売する必要があるため、日産○○トン

のフィレマシン（年間延べ○日稼働見込）を導入して製造工程の効

率化を図ることとする。 

確認事項 該当 

本事業に係る取組の実施以降も、引き続き、水産加工品の

供給に係る事業を継続する意思を有している 

〇 

本事業に係る取組について、国等の他の補助事業による支

援を現に受け、又は受ける予定となっていない 

〇 

 

取組項目・経費区

分・該当 

内容・必要性 経費内訳 
（単価×個数・回数等） 

経費

（円） 

ア 原材料の調達方法（調達水産物、調達先、調達経路）の変更 

   ※国内運賃および国内の運送に係る経費のみ申請可能です 

運送経費 ○ 〔記載例〕 

新たな調達先から弊社工場

までのトラック運賃 

〔記載例〕 

・トラック運賃 

20円／㎏×50,000㎏ 

〔記載例〕 

1,000,000 

製氷購入費 ○ 〔記載例〕 

新たな原材料は鮮魚であ

り、調達先から弊社工場まで

の保冷用氷の購入が必要 

〔記載例〕 

・保冷用氷購入費 

10,000 円／個×２個×10

台 

〔記載例〕 

200,000 

 

イ 新商品開発 

   ※開発・製造した新商品は試作のためのものであり、販売できません。 

したがい、資材費・パッケージ作成費についてはデザイン費や版型作成費のみを申請してく

ださい。 

原材料費 〇 〔記載例〕 

国産原料を使った２種類の

新商品開発のために試作が

必要 

〔記載例〕 

・まいわし 

80円／㎏×10㎏ 

800円 

・さば 

120円／㎏×10㎏ 

1,200円 

〔記載例〕 

2,000 

梱包用資材費 ○ 〔記載例〕 〔記載例〕 〔記載例〕 

両方の該当欄に〇の無いもの

は採択できません 
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新商品用の梱包資材の開発 ・デザイン料・型代 

100,000円(一式) 

100,000 

新商品開発用

資材費 

○ 〔記載例〕 

新商品を開発・試作するた

めの２種類の資材で商品を

製作、評価する必要がある。 

〔記載例〕 

2,000円×２セット 

〔記載例〕 

4,000 

製品パッケー

ジ作成費 

○ 〔記載例〕 

新商品用パッケージの開発 

〔記載例〕 

・デザイン料・型代 

100,000円（一式） 

〔記載例〕 

100,000 

 専門家派遣費 ○ 〔記載例〕 

新商品の官能調査・分析 

〔記載例〕 

・専門家派遣費 

100,000円×３回 

〔記載例〕 

300,000 

ウ 販売促進・広告宣伝 

   ※サンプルとして製造した製品は有償販売できます 

   ※サンプル用資材費は販売促進のための広告宣伝費として申請できます 

商談旅費     

サンプル製品用

原材料費 

〇 〔記載例〕 

国産原料を使った新商品に

ついて試験的に販売する際

の原材料費として必要 

〔記載例〕 

・まいわし（千葉県ほか） 

80円/kg×250,000㎏ 

20,000,000円 

・さば（宮城県ほか） 

120円/kg×200,000㎏ 

24,000,000円 

・醤油 

120円／ℓ×50,000 ℓ 

6,000,000円 

〔記載例〕

50,000,000 

サンプル製品

送料 

〇 〔記載例〕 

新商品の販売予定先にサ

ンプル製品を送付するた

めに必要 

〔記載例〕 

・サンプル発送費 

20円/個×300,000個 

〔記載例〕

6,000,000 

広告宣伝費 ○ 〔記載例〕 

新商品をアピールするため

に新たなパッケージ、包装

資材、パンフレット、新商品

用ホームページが必要 

〔記載例〕 

・パッケージ 

10円×60千個 

600,000円 

・包装資材 

100円×6千個 

600,000円 

・パンフレット 

1,000円×３種類 

3,000円 

・ホームページ作成 

一式 100,000円 

 

〔記載例〕

1,303,000 

エ 加工機器の導入 

・本事業により導入する加工機器は、水産加工品（原材料となる水産動植物が重量で 50％以

上。すり身は 20％以上のものを水産加工品とする）の製造に用いるもののみが対象です 

・加工機器の導入については、本事業によって製造する水産加工品の製造工程が既存の加工

機器では対応できない場合に限り認められます 
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・必要に応じて、製造する水産加工品の製品規格書・商品説明書等（計画中のものを含む）を添

付してください。 

水産物加工機器

の導入費 

〇 〔記載例〕 

小型魚を原料にした個パッ

ク商品を製造するには新た

に真空包装機が必要 

〔記載例〕 

10,000千円×1台（設置工

事費含む） 

〔記載例〕

10,000,000 

機器の設置費 〇 〔記載例〕 

真空包装機を設置するため

の拡張工事 

〔記載例〕 

300,000円（一式） 

 

〔記載例〕

300,000 

経費合計      69,309,000 

助成事業費    （ａ） 69,309,000 

助成率      （ｂ） ２/３ 

助成金交付申請額 （ａ）×（ｂ） 円未満切捨て 46,206,000 

※１ 複数課題の申請時には、適宜、（３）の様式の経費合計までを追加 

※２ 免税・簡易課税事業者等の場合は税込金額を、課税事業者の場合は税抜金額を記載 

・機器の設置費が導入費に含まれる見積の場合、経費内訳及び経費は「上記導入費に含ま

れる。」などで構いません 

・「水産物加工機器の導入費」として別の会社による設置費（工事費等）の見積がある場

合は、設置費に区分して記載して下さい 

・各種経費および水産加工機器の導入費・設置費については積算内訳の単価を証明する書

類及び機器の諸元がわかるパンフレット等を必ず添付してください 

 

【書類・パンフレット等添付の際の注意事項】 

① 見積書：ウクライナ情勢以降に見積もられた、有効期限の切れていないもの 

② 領収書：令和４年４月１日以降に発注した経費に係るもの 

③ 請求書：令和４年４月１日以降に発注した経費に係るもの 

④ 価格表：有効期限の切れていないもの 

⑤ カタログ：製品の諸元および価格の記載のあるもの（別途価格表や見積がある場合 

は価格の記載が無くても可） 

 

（４）経費の調達等 

経費の調達一覧  助成金交付までの資金調達方法 

区分 金額(円) 資金調達先  区分 金額(円) 資金調達先 

1.自己資金 9,309,000   2-1 自己資金   

2.助成金額 

（※２） 

46,006,000 右記のとおり  2-2 金融機関

からの借入金 

46,006,000 ○○公庫 

3.金融機関

からの借入金 

13,994,000 ○○公庫  2-3 その他   

4.その他       

5.合計額 

（※３） 

69,309,000      

（※２）助成金額は、助成金交付申請額と一致させること 

（※３）合計額は、経費合計と一致させること 

（※４）助成対象機器等を担保に供し、自己資金の全部または一部を国が行っている制度融

資から融資を受ける場合は、次の表に必要事項を記載すること 

金融機関名 ○○公庫 

制度融資名 水産加工資金 

融資を受けようとする金額 60,000,000円 
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償還年数 10年 

その他必要な事項 申請中 

※【重要】 

・導入機器を担保とした制度融資を受ける場合は、必ず記載して下さい 

・助成金交付までの資金調達方法として、金融機関からの借入金を予定しているもの

の、助成対象機器等を担保に供しない場合は、記入機関名の横枠内に「担保設定な

し」と記載して下さい  
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（記載例）株主構成等  令和４年８月３１日現在 

 

１ 株主構成 
種別・属性 社名等 保有株数（株） 割合（％） 

個人 水産太郎ほか３名 ３，０００ ５０ 

中小企業 

 

(株)○○水産 １，２００ ２０ 

(有)○○加工 １，２００ ２０ 

   

   

中堅企業 ○○○商事(株) ３００ ５ 

(株)○○興業 ３００ ５ 

   

   

大企業    

   

   

   

計  ６，０００ １００ 

※個人株主は、合算して最上行の「○○○○ほか○名」を適宜変更し、延べ保有株数を記入してくださ

い。 

※必要に応じて行を追加してください。 

 

 

２ 役員構成（社外取締役及び監査役を除く） 

  役職・氏名 兼職先の企業     

    なし 中小企業 中堅企業 大企業 

1 代表取締役 水産太郎 ○ － － － 

2 専務取締役 水産次郎 － ○ － － 

3 取締役 水産三郎 ○ － － － 

4  － － － － 

5  － － － － 

6  － － － － 

※該当する兼職先企業欄の「－」を「○」に変更してください。 

 

※上記２表において 

中堅企業に支配されている中小企業（みなし中堅企業）は「中堅企業」に該当します。 

大企業に支配されている中小企業（みなし大企業）は「大企業」に該当します。 

 

 

以上相違ありません。 

 

申請者（会社）名   株式会社○○水産 

 

代表者名       水産太郎 
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別紙１ 

 

【補助対象者】 
 

本事業による補助の対象となる者は、水産加工品（*1）の製造を行う事業者（大企業（*2）

を除く。）であって、以下の対象水産物（*3）を従来使用しており、かつ、ウクライナ情勢に

より当該水産物の調達に支障が生じている又は生じ得るおそれがあり、円滑化計画について、

機構の認定を受けた者であるとともに、日本国内に所在する中小企業者等（下記ア及び下記

イの要件を満たす者）及び中堅企業等（下記ウの要件に該当する者）とする。 

補助対象者の要件は、本事業の公募開始日において満たしている必要がある。また、事業

実施期間に限って、資本金の減資や従業員数の削減を行い、事業実施期間終了後に、再度、

資本金の増資や従業員数の増員を行うなど、専ら本事業の対象事業者となることを目的とし

て、資本金、従業員数、株式保有割合等を変更していると認められた場合には、申請時点に

さかのぼって本事業の補助の対象外、交付取消となる場合がある。 

※１ 「水産加工品」とは、水産動植物を主原材料（原材料割合で 50％以上、ただし練り

製品にあっては 20％以上）として製造された食用加工品及び生鮮冷凍水産物を指すも

のとする。 

※２ 「大企業」とは、円滑化計画の提出時点において、資本金の額又は出資の総額が 10

億円以上の（資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、従業員数（常勤）

が 2,000人を超える）企業をいう。 

※３ 対象水産物は 

①さけ・ます類 ②にしん ③ひらめ・かれい類 ④たら類 ⑤ほっけ ⑥めぬけ類 

⑦えび類 ⑧かに類 ⑨貝類（つぶがい、あかがい） ⑩いか類 ⑪なまこ類  

⑫うに類 ⑬魚卵 ⑭海藻類 ⑮その他水産庁長官が特に必要と認めるもの 

 

 

 

ア．中小企業者 

○資本金が３億円以下、又は従業員数（常勤）が 300人以下となる会社又は個人であること。 

※１ 資本金は、資本の額又は出資の総額をいう。 

※２ 常勤従業員は、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号上の「常時使用する従業

員」をいい、労働基準法（昭和２２年法律第４９号第 20条の規定に基づく「予め解雇

の予告を必要とする者」と解される。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の

期間を定めて使用される者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、

試みの使用期間中の者は含まれない 。 

 

○ ただし、次の（１）～（５）のいずれかに該当する者は、大企業（資本金 10 億円以上）

とみなす（みなし大企業）。同様に、次の（１）～（５）で「大企業」とされている部分が

「中堅企業等」である場合には、みなし中堅企業の扱いとなる。 

（１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している

中小企業者 

（２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企

業者 

（３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企

業者 

（４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有し

ている中小企業者 

（５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全て

を占めている中小企業者 
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※１ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従

業員数がともに上表の数字を超える場合、大企業に該当する。また、自治体等の公的

機関に関しても大企業とみなす。ただし、以下が株式を保有する場合は、その保有比

率等をもって上記のみなし大企業の規定を適用しない。 

・中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 

・投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 

※２ 本条件の適用は、補助事業実施期間中にも及ぶ。 

※３ 上記（３）の役員には、会社法第２条第１５号に規定する社外取締役及び会社法第 

３８１条第１項に規定する監査役は含まれない。 

 

イ．「中小企業者等」に含まれる「中小企業者」以外の法人 

○ 中小企業等経営 強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項第６号～第８号に定め

る法人（企業組合等）又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第二に該当する法人

（※１）若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人であること（※

２）。 

○資本金が３億円以下、又は従業員数（常勤）が 300人以下となる法人であること。 

※１ 一般財団法人及び一般社団法人については、非営利型法人に該当しないものも対

象となる。 

※２ 法人格のない任意団体（申請時に法人となっていて、任意団体として確定申告をし

ている場合は申請可能）、収益事業を行っていない法人、運営費の大半を公的機関から

得ている法人は補助対象とならない。また、日本経済の構造転換を促すことを目的とす

る本事業の趣旨から、政治団体や宗教法人などの団体も補助対象とならない。 

 

ウ．中堅企業等 

○ 会社若しくは個人、中小企業等経営強化法第２条第１項第６号～第８号に定める法人（企

業組合等）又は法人税法別表第二にあてはまる法人（※２）若しくは法人税法以外の法律

により公益法人等とみなされる法人であって、下記の要件に該当する者（※３）。 

 

○ 資本金が３億円を超え 10億円未満の個人又は法人であること。 

(資本金が定められていない場合は、従業員数（常勤）（※４）が 300 人を超え 2,000 人以下

であること。) 

※１ アの（１）～（５）のいずれかに該当する者は、大企業（資本金 10億円以上）と

みなす（みなし大企業）。 

※２ 一般財団法人及び一般社団法人については、非営利型法人に該当しないものも対

象となる。 

※３ 法人格のない任意団体（申請時に法人となっていて、任意団体として確定申告をし

ている場合は申請可能）、収益事業を行っていない法人、運営費の大半を公的機関から

得ている法人は補助対象とならない。また、日本経済の構造転換を促すことを目的とす

る本事業の趣旨から、政治団体や宗教法人などの団体も補助対象とならない。 

※４ 常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第

２０条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」と解される。これには、日々

雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用される者、季節的業務に４か月以内

の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれない。 

 

 

 


